
「令和６年度（2024 年度）北海道在宅医療推進支援センター事業委託業務」のプロポーザルを次のとおり公募

する。 

 

 令和６年（2024 年）２月２０日 

 

北海道知事 鈴木 直道 

 

１ 業務概要 

（１）業務名 

   令和６年度（2024 年度）北海道在宅医療推進支援センター事業委託業務 

（２）業務内容 

   北海道在宅医療推進支援センターには、コーディネータ－等を配置し、次の事業を実施する。 

ア 在宅医療圏等における現状・課題分析 

イ 医療アドバイザー等の派遣 

ウ 在宅医療に係る先進事例集の作成  

エ 在宅医療に係る各種研修会の実施  

（ア） 在宅医療推進や人生会議(ACP)に係る医師等向け研修 

  （イ） 在宅医療に係る同行研修 

  （ウ） 在宅医療及び人生会議（ACP）に係る住民向け研修 

  （エ） 全道の多職種連携協議会及び「在宅医療に必要な連携を担う拠点」の構成員等を対象とした研修会  

オ 北海道在宅医療推進支援センター運営協議会の設置 

      上記ア～エの事業の実施に際して、「北海道在宅医療推進支援センター運営協議会」を設置し、各種事 

業内容の方針等の協議等行う。 

（３）契約期間 

   令和６年（2024 年）４月１日から令和７年（2025 年）３月３１日 

 

２ 参加資格及び審査の考え方 

（１）プロポーザルの提出者に要求される資格 

ア 法人格を有していること。なお、コンソーシアムの場合は次の全てを満たすこと。  

（ア） コンソーシアムを構成する各団体等が明確であり、それぞれが法人格を有し、かつ次のイからク 

の要件を満たしていること。 

（イ） 構成員間における協定書等において、事故が起きた場合の責任の所在が明確になっていること。  

（ウ） コンソーシアムの構成員が単体の法人又は本事業における他のコンソーシアムの構成員として参  

加する者でないこと。 

イ 道内に本部(本社）、支部（支店）等を有し、医療に関する公益的な事業を実施する特定非営利法人又は 

その他の法人であって、当該事業を適切に実施する能力を有する者であること。 

ウ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の 4 の規程に該当しない者であること。 

エ 道が行う指名競争入札に関する指名を停止されていないこと。 

オ 次に掲げる税を滞納している者でないこと。 

 （ア） 道税 

 （イ） 本店が所在する都府県の事業税（道税の納税義務がある場合を除く。） 

 （ウ） 消費税及び地方消費税 

カ 暴力団関係事業者等であることにより、道が行う競争入札等への参加を排除されていないこと。 

キ 暴力団関係事業者等ではないこと。 

ク 次に掲げる届出の義務を履行していない者でないこと（当該届出の義務がない場合を除く。）。  

  （ア） 健康保険法（大正１１年法律第７０号）第４８条の規定による届出 

  （イ） 厚生年金保険法（昭和２９年法律第１１５号）第２７条の規定による届出 

 （ウ） 雇用保険法（昭和４９年法律第１１６号）第７条の規定による届出 

 



（２）プロポーザル審査の考え方 

   企画提案の適切性（各業務の企画力、事業量及び実施手順）と業務遂行能力（人員配置等の運営体制）を

勘案し、審査を行う。 

 

３ 手続き等 

（１）担当部局 

北海道保健福祉部地域医療推進局地域医療課地域医療係 

   〒０６０－８５８８ 札幌市中央区北３条西６丁目 

   電話番号（代表） ０１１－２３１－４１１１ 内線２５－３２３ 

（直通） ０１１－２０６－６９４２ 

（２）公募型プロポーザル実施説明書等の交付期間及び交付場所 

  ア 交付期間  令和６年（2024 年）２月２０日（火）から令和６年（2024 年）２月２７日（火）まで 

（交付時間は、土曜日、日曜日を除く午前９時から午後５時まで） 

  イ 交付場所  （１）において直接交付又はホームページからのダウンロードによる。 

          ホームページの URL：http://www.pref.hokkaido.lg.jp/hf/cis/index.html 

（３）参加表明書の提出部数、提出期限及び提出方法等 

  ア 提出部数  １部 

  イ 提出場所  （１）に同じ 

  ウ 提出期限  令和６年（2024 年）２月２７日（火）午後５時まで【必着】 

    エ 提出方法  持参又は郵送（書留郵便） 

（４）企画提案書の提出部数、提出期限及び提出方法等 

  ア 提出部数  １０部（提案者名は、別途通知する「記号」とする。） 

  イ 提出場所  （１）に同じ 

  ウ 提出期限  令和６年（2024 年）３月５日（火）正午まで【必着】 

  エ 提出方法  持参又は郵送（書留郵便） 

 

４ その他 

（１）契約書作成の要否 

   要 

（２）詳細は、公募型プロポーザル実施説明書による。 

（３）企画提案書に関するヒアリングを実施する。 

（４）照会窓口は、３（１）に同じ。 

（５）審査結果及び特定者名は公表する。 


